
●保険料についてはスケールメリットを活かした団体割引を適用しています。
※この保険は公益社団法人全日本不動産協会を保険契約者とし、同団体の会員事業所に従事する公益社団法人全日本

不動産協会地方本部の会員である宅地建物取引士を加入者（被保険者≪補償の対象となる方≫）とする宅地建物
取引士賠償責任保険の団体契約です。

宅地建物取引士が、日本国内において宅地建物取

引業法に基づき遂行する業務に起因して法律上の

損害賠償責任が生じた場合、被害者に対して支払

わなければならない損害賠償金（免責金額を差し

引いた額）および争訟費用を支払限度額の範囲内

でお支払いします。

補

償

内

容

支払限度額
1請求あたり ５，０００万円

保険期間中総支払限度額 １億円

1請求あたり（宅建取引士1名あたり）の免責金額 ３万円

保険料（1名/1年間） ５，０００円

※上記の支払限度額、免責金額は、いずれも１被保険者あたりの金額です。

※記載の保険料は、被保険者(補償の対象となる方)が1,000名以上10,000名未満（団体割引15％適用）にて計算してお
ります。ご契約開始の際、被保険者数が1,000名未満または10,000名以上となった場合には支払限度額を調整させて
いただきます。 あらかじめご了承ください。

●保険期間：平成28年5月1日午後4時から平成29年5月1日午後4時まで

●募集期間 ：平成27年12月10日から平成28年1月27日まで

平成２７年１０月承認 Ａ１５-１０２４６５

平成平成平成平成28282828年度募集年度募集年度募集年度募集

公益社団法人公益社団法人公益社団法人公益社団法人 全日本不動産協会全日本不動産協会全日本不動産協会全日本不動産協会 会員会員会員会員のののの皆皆皆皆さまへさまへさまへさまへ

公益社団法人公益社団法人公益社団法人公益社団法人 全日本不動産協会全日本不動産協会全日本不動産協会全日本不動産協会

（（（（団体割引団体割引団体割引団体割引15％％％％適用適用適用適用））））

（ご契約期間）



■保険の対象となる宅地建物取引士の業務は以下の業務となります。
○「重要事項の説明等」
宅地建物取引業法第35条に基づき、契約成立までに宅地建物取引士が行う重要事項の説明
および書面の交付
（登記上の権利の種類・所有者名、法令上の制限、私道負担、水道・電気・ガス・排水施設整備状況など）

○「書面の交付」
宅地建物取引業法第37条に基づき、宅地建物取引業者が当事者となる契約を締結した際の相
手方への書面の交付
（契約当事者の氏名、所在地、建物の種類・構造、代金支払方法、引渡時期、移転登記申請時期など）

■被保険者の故意、法令違反、犯罪行為や宅建取引士無資格・無登録で行った行為、および

保険契約者の故意による損害賠償責任

■被保険者が業務の遂行にあたり、必要な調査、確認等を怠ったことに起因する損害賠償責任

（調査、確認等を怠ったと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。）

■景観が不良であるとの申立に起因する損害賠償責任

■宅地または建物の欠陥に起因する損害賠償責任 など

• この保険には、保険契約者または被保険者に代わって事故の相手（被害者）と示談交渉を行う「示談交渉サービス」
はありません。賠償事故に関わる被害者との示談交渉･弁護士への法律相談・損害賠償請求権の委任等は必ず引
受保険会社とご相談のうえ、おすすめ下さい。あらかじめ引受保険会社の承認を得ないで、損害賠償責任の全部ま
たは一部を承認した場合には損害賠償責任がないと認められる額を保険金から差し引いてお支払いする場合があり
ます。

• 加入者は、業務遂行にあたり、業務執行に関する記録を備えていただきます。（宅地建物取引業法第４９条に基づき
備えることが義務付けられている帳簿をいいます。）
正当な理由が無く記録が備えられていない場合、補償の対象とならないことがありますのでご注意ください。

■＜重要事項説明書への誤記が原因の例＞
土地の売買に係る重要事項説明において、宅地建物取引士が必要な調査をしたにも関わらず
用途地域を誤った売買契約を締結し、その後買主の予定していたアパートが建設できないことが発覚。
売買契約は無効として代金の返還とアパート建設の為に支出した費用につき損害賠償請求を受け、
裁判で2,500万円の支払い命令が出た。
■＜顧客からの訴訟の例＞

必要な調査・重要事項説明を行った上、適正に宅地の売買契約を結んだが、
契約後相場より高いとの理由で訴訟となり、全面勝訴したものの争訟費用
として350万円かかった。

お支払いできない主な例

お支払い例

宅地建物取引士賠償責任保険とは？

●宅地建物取引士が、日本国内において宅地建物取引業法に基づき遂行する業務に起因して法
律上の損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害に対して保険金をお支払いしま
す。
●結果として法律上の損害賠償責任を負わなかった場合でも、引受保険会社の同意を得て支払っ

た争訟費用・示談交渉費用については保険金としてお支払いします。

（請求事由が保険金をお支払いできない場合に該当する場合を除きます。）
※法律上の損害賠償責任が生じないにもかかわらず、被害者に支払われた見舞金等は保険金のお支払い対象となりません。
※保険期間中に保険会社に通知された損害賠償請求（「損害賠償がなされるおそれのある状況（合理的に損害賠償が予想される

場合に限ります）」を含みます。）が、本保険の支払対象となります。初年度契約の保険期間の開始日以前に行われた行為に
起因する損害賠償請求は対象となりません。



●募集期間 ：平成２７年１２月１０日から平成２８年１月２７日まで

＊１月２８日以降も中途加入制度等がありますので、取扱代理店までご照会ください。

●加入依頼者 ：公益社団法人全日本不動産協会の地方本部会員

●被保険者 ：上記会員事務所に従事している宅地建物取引士

●保険契約者 ：公益社団法人全日本不動産協会

●保険料引落日 ：平成２８年３月２８日（月）【ご指定口座からの引落】

新規加入の会員 継続加入の会員

加
入
手
続

１．「加入申込票」の作成（押印は1枚目のみ）

①加入依頼者欄の記入・押印

②被保険者欄の記入

２．「口座振替依頼書」の作成
①口座名義人 ⇒会社口座

※加入会員毎に「口座振替依頼書」を１部提出ください

※加入者と口座名義人が異なる場合は加入者氏名欄

も記入・押印願います

３．返信用封筒で取扱代理店に郵送（（（（1111月月月月27272727日締切日締切日締切日締切））））

●送付いただく書類

①加入申込票（１枚目、２枚目）

②口座振替依頼書（1枚目～３枚目）

１．加入内容に変更がない場合

「自動継続」となるため「加入申込票」の提出は不要です

※ただし、払込方法の変更、口座の変更等がある場合

は「加入申込票」も提出願います

２．加入内容に「変更あり」または「脱退」の場合

「変更あり」あるいは「脱退」に○の上、記載内容の

訂正・削除や追加をお願いします。

・口座情報の記入がない場合または変更がある場合

は、改めて口座振替依頼書をご提出ください。

３．返信用封筒で取扱代理店に郵送（（（（1111月月月月27272727日締切日締切日締切日締切））））
●送付いただく書類

◎加入申込票（１枚目、２枚目）

※ 口座振替依頼書は（1枚目～３枚目）

■本保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意の上お申し込みください。
【個人情報の取扱いについて】

本保険契約に関する個人情報は、引受保険会社が保険引受の審査、本保険契約の履行のために利用するほか、引受保険会社
および引受保険会社グループ会社が他の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。また、上記の利用目的の達
成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払に関する関係先、一般
社団法人日本損害保険協会、他の損害保険会社、再保険会社等に提供することがあります。ただし、保健医療等の特別な非公
開情報（ｾﾝｼﾃｨﾌﾞ情報）については、保険業法施行規則（第53条の10）により、利用目的が限定されています。
詳細については、あいおいニッセイ同和損害保険㈱のホームページ（ｈttp://www.aioinissaydowa.co.jp/)をご覧ください。

★本制度は、全国の会員会社を対象に「会員会社一括加入方式」「口座振替方式」としております。
★継続の会員は「内容に変更あり」か「脱退」の場合のみ「加入申込票」をご提出ください。

■■■■ 加入申込票加入申込票加入申込票加入申込票のののの3枚目枚目枚目枚目をををを加入依頼者加入依頼者加入依頼者加入依頼者さまさまさまさま（（（（控控控控））））としてとしてとしてとして大切大切大切大切にににに保管保管保管保管してしてしてして下下下下さいさいさいさい。。。。

預金口座振替分のご通帳上の表示はNS、ニコス、NICOS等となる場合がありますのでご了承ください。

初めてご加入される方へ

初年度契約の保険期間の開始日より前に行われた行為に起因する損害賠償請求に対しては、保険金を支払いません。

継続してご加入される方へ

初年度契約以後の継続期間内に行われた行為に起因する損害賠償請求に対しては、保険金を支払います。 但但但但しししし、、、、継続期間継続期間継続期間継続期間のののの

中途中途中途中途でででで中断中断中断中断があるがあるがあるがある場合場合場合場合はははは、、、、再加入日再加入日再加入日再加入日をををを初年度初年度初年度初年度のののの保険期間保険期間保険期間保険期間のののの開始日開始日開始日開始日とととと判断判断判断判断しししし、、、、それそれそれそれ以前以前以前以前はははは対象対象対象対象となりませんとなりませんとなりませんとなりません。。。。

損害賠償請求期間の延長について

宅地建物取引士が下記の事由により被保険者でなくなった日の翌日から起算して180日以内になされた、被保険者であった

ときの業務に起因する損害賠償請求については、保険金の支払対象となります。

①宅地建物取引業を廃業したこと

②宅地建物取引業者を退職したこと

③宅地建物取引業者より解雇されたこと

④宅地建物取引士登録簿の登録の消除を受けたこと

保険期間と補償についての注意事項

平成２８年度 ご加入手続きについて

★★★★引落不能引落不能引落不能引落不能、、、、振振振振りりりり込込込込みみみみ忘忘忘忘れがないようにごれがないようにごれがないようにごれがないようにご注意下注意下注意下注意下さいさいさいさい！！！！

補償補償補償補償のののの対象対象対象対象
となるとなるとなるとなる方方方方



■■■■万一事故万一事故万一事故万一事故がががが発生発生発生発生したしたしたした場合場合場合場合はははは、、、、遅滞遅滞遅滞遅滞なくなくなくなく、、、、下記取扱代理店下記取扱代理店下記取扱代理店下記取扱代理店またはまたはまたはまたは引受保険会社引受保険会社引受保険会社引受保険会社までごまでごまでごまでご連絡連絡連絡連絡くださいくださいくださいください。。。。ごごごご連絡連絡連絡連絡がないがないがないがない場合場合場合場合、、、、それによってそれによってそれによってそれによって引受保険会社引受保険会社引受保険会社引受保険会社がががが被被被被ったったったった
損害損害損害損害のののの額額額額をををを差差差差しししし引引引引いていていていて保険金保険金保険金保険金をおをおをおをお支払支払支払支払いすることがありますいすることがありますいすることがありますいすることがあります。。。。

●取扱窓口

公益社団法人全日本不動産協会公益社団法人全日本不動産協会公益社団法人全日本不動産協会公益社団法人全日本不動産協会

〒102-0094 東京都千代田区紀尾井町３－３０ 全日会館

TEL 03-3263-7030

●引受保険会社

あいおいニッセイあいおいニッセイあいおいニッセイあいおいニッセイ同和損害保険株式会社同和損害保険株式会社同和損害保険株式会社同和損害保険株式会社 東京企業営業第四部営業第四課

〒103-0027 東京都中央区日本橋３－５－１９ あいおいニッセイ同和損保日本橋ビル１１Ｆ

TEL 03-5202-6188

●取扱代理店

株式会社株式会社株式会社株式会社 あいおいあいおいあいおいあいおいＮＤＩＮＤＩＮＤＩＮＤＩサポートサポートサポートサポートＢＯＸＢＯＸＢＯＸＢＯＸ

保険保険保険保険サポートセンターサポートセンターサポートセンターサポートセンター
〒231-0005 神奈川県横浜市中区本町５－４８ あいおいニッセイ同和損保横浜ビル２Ｆ

TEL 0120-101-373

保険金保険金保険金保険金をおをおをおをお支払支払支払支払いするいするいするいする場合場合場合場合 おおおお支払支払支払支払いするいするいするいする保険金保険金保険金保険金のののの額額額額

引受保険会社は、被保険者が
保険証券記載の業務（以下「業
務」といいます。）につき行った
行為（不作為を含みます。以下
「行為」といいます。）に起因し
て、保険期間中に被保険者に
対して損害賠償請求がなされ
たことにより、被保険者が被る
損害（以下「損害」といいま
す。）に対して、普通保険約款
に従い、保険金を支払います。

（１） 引受保険会社が保険金を支払う場合の規定により保険金を支払う損害は、次のいずれかに該当するものを被保険
者が負担することによって生じる損害に限ります。
① 法律上の損害賠償金
② 争訟費用
（２）引受保険会社は、損害の額の合計額が、一連の損害賠償請求につき保険証券記載の免責金額を超過する場合に
限り、次の算式によって算出される額を保険金として支払います。

保険金の額＝（ 損害の額の合計額－ 保険証券記載の免責金額）× 保険証券記載の縮小割合
（３） 引受保険会社がこの保険契約で支払う保険金の額は、すべての被保険者に対して支払う金額の合計で保険証券
記載の支払限度額を限度とします。また、損害賠償請求等の通知の規定に従い、この保険契約の保険期間中になされ
たものとみなされる損害賠償請求についても、保険証券記載の支払限度額が適用されるものとします。
（４） 引受保険会社は、争訟費用を保険証券記載の支払限度額に加算して支払うものではありません。争訟費用は損害
の一部であり、本条（２）および（３）の規定が適用されるものとします。

保険金保険金保険金保険金をおをおをおをお支払支払支払支払いできないいできないいできないいできない主主主主なななな場合場合場合場合

①被保険者または保険契約者の故意（故意であると判断できる合理的な理由がある場
合を含みます。）によって生じた損害賠償責任

② 被保険者または保険契約者の犯罪行為（過失犯を除きます。）に起因する損害賠償
責任

③ その行為が法令に違反することまたは他人に損害を与えることを被保険者が認識し
ながら（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。）行った行
為に起因する損害賠償責任

④ 初年度契約の保険期間の開始日より前に行われた行為に起因する損害賠償責任
⑤ 被保険者が業務の遂行にあたり、必要な調査、確認等を怠った（調査、確認等を

怠ったと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。）ことに起因する損害賠
償責任

⑥ 被保険者が、宅地建物取引士となる資格を有せず、または業法に規定する宅地建
物取引士登録を受けずに（宅地建物取引士業務の禁止処分を受けた場合または
宅地建物取引士登録簿の登録の消除を受けた場合を含みます。）行った行為に起
因する損害賠償責任

⑦ 業務が宅地建物の貸借契約に関する場合において、貸借契約の成立後、貸借契
約上の債務の履行に関して貸借契約の当事者間に生じた争訟に起因する損害賠
償責任

⑧ 被保険者と他人との間の特別の約定により、または被保険者が業務の結果を保証
することにより加重された損害賠償責任

⑨ 身体の障害（傷害または疾病をいい、これらに起因する後遺障害または死亡を含み
ます。）に対する損害賠償責任

⑩ 財物の滅失、損傷、汚損、紛失または盗難（これらに起因する財物の使用不能損害
を含みます。）に対する損害賠償責任

⑪ 名誉毀損（きそん）または秘密漏えいに対する損害賠償責任

⑫ 個人情報（氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができ
る情報をいい、他の情報と照合することにより、容易に特定の個人を識別することが
できる情報を含みます。）の漏えいに起因する損害賠償責任

⑬ 景観が不良であるとの申立に起因する損害賠償責任
⑭ 直接であると間接であるとを問わず、地震、噴火、洪水または地震もしくは噴火によ

る津波に起因する損害賠償責任
⑮ 直接であると間接であるとを問わず、次のいずれかの事由に起因する

損害賠償責任
ａ．汚染物質の排出、流出、溢（いっ）出、漏出またはそれらが発生するおそれがあ

る状態
ｂ．汚染物質の検査、監視、清掃、除去、漏出等の防止、処理、無毒化または中和

化の指示または要請汚染物質とは固体状、液体状もしくは気体状のまたは熱を
帯びた有害な物質または汚染の原因となる物質をいい、煙、蒸気、すす、臭気、
酸、アルカリ、化学物質、石油および廃棄物等を含みます。廃棄物には再生利
用される物質を含みます。

⑯ 直接であると間接であるとを問わず、石綿（アスベスト）および石綿の代替物質、なら
びにこれらを含む製品の発ガン性その他の有害な特性に起因する損害賠償責任

⑰ 宅地または建物の欠陥に起因する損害賠償責任
⑱ この保険契約の保険期間の開始日において、被保険者に対する損害賠償請求が

なされるおそれがある状況を被保険者が知っていた場合（知っていたと判断できる
合理的な理由がある場合を含みます。）に、その状況の原因となる行為に起因する
損害賠償責任

⑲ 損害賠償請求の原因または原因となる事由について、その原因または事由の発生
を予見できた業務に起因する損害賠償責任

⑳ この保険契約の他の被保険者からなされた損害賠償請求 など

ご加入の際にご確認下さい。
※宅地建物取引士賠償責任保険の普通保険約款（包括職業賠償責任保険普通保険約款）、宅地建物取引士特約および保険証券は、引受保険会社より保険契約者（公益社団法人全日本不動産協会）に交

付されます。ご確認を希望の方は保険契約者、取扱代理店または引受保険会社にお問合わせ下さい。
※被保険者（補償の対象となる方）が損害賠償責任を負う事故が発生した場合は、必ず引受保険会社にご相談いただきながら、被保険者ご自身で被害者との示談交渉を行っていただくことになります。
※損害保険契約者保護機構について

○引受保険会社が経営破綻した場合など業務または財産の状況が変化したときには、保険金、解約返れい金等の支払いが一定期間凍結されたり金額が削減される場合がありま
す。

○この保険は、保険契約者が個人、小規模法人（経営破綻時に常時使用する従業員等の数が２０人以下である法人をいいます。）またはマンション管理組合(以下「個人等」といい
ます)である場合に限り「損害保険契約者保護機構」の補償対象であり、経営破綻した場合の保険金、解約返れい金等は８０％まで補償されます。ただし、破綻後３か月以内に
発生した保険事故に係る保険金は１００％補償されます。また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が個人等であり、かつ保険料を負担している場合は、
その被保険者に係る部分については、上記補償の対象となります。

※重複補償について

○他の保険契約等（異なる保険種類の特約や引受保険会社以外の保険契約または共済契約を含みます）により、既に被保険者について同種の補償がある場合、補償が重複し、
保険料が無駄になることがあります。補償が重複すると、特約の対象となる事故について、どちらの保険契約からでも補償されますが、いずれか一方の保険契約からは保険金が
支払われない場合があります。補償内容の差異や保険金額（支払限度額）等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご契約ください。*

*複数ある契約のうち、これらの補償が一つのご契約のみにセットされている場合、そのご契約を解約したとき等は、補償がなくなることがありますのでご注意ください。

お支払いする保険金および費用保険金

このパンフレットは概要を説明したものです。ご契約にあたっては必ず「重要事項のご
説明」をご覧ください。また、詳しくは包括職業賠償責任保険普通保険約款・特約をご
用意していますので、取扱代理店または引受保険会社までご請求ください。ご不明な
点につきましては、取扱代理店または引受保険会社にお問合わせください。

●通知事項（ご加入後にご連絡いただく事項）
加入依頼者または被保険者は次に記載する通知事項が発生する場合、取扱代理店または引受保険会社までご連絡いただく義務（通知義務）があります。
（１）次の通知事項が発生するときは、あらかじめあらかじめあらかじめあらかじめ保険契約者である団体または取扱代理店もしくは引受保険会社までご連絡ください。
①仕事・業務を変更する場合、②新しい仕事・業務を開始する場合、③ご加入時にご提出いただいた付属書類等の記載内容に変更が生じる場合、
④上記のほか、特約において取扱代理店または引受保険会社に通知すべき旨定められている事実が発生する場合
あらかじめご連絡がない場合は、保険期間の中途であってもご契約が解除されたり、保険金をお支払いできないこと（注）がありますのでご注意ください。
（注）ご連絡いただいた結果、追加保険料が発生し、かつ、通知事項と事故との因果関係がある場合に限ります。
（２）その他、次のような事項が発生した場合は、遅滞遅滞遅滞遅滞なくなくなくなくご連絡下さい。 ・事業・売却などにより事業・施設等の名義を変更した場合
（３）前記（１）から（２）に該当しない場合でも、加入申込票記載事項に変更が生じた場合は、保険契約者である団体または取扱代理店もしくは引受保険会社までご連絡ください。


